貧困問題と先進国の役割
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1. 研究目的             　　    ←節見出し、タイトルなどはゴシック
1.1  問題の所在と目的　　　　　　　←節タイトル下に改行いれない
　アメリカのサブプライムローンに端を発した昨今の金融危機。我が国日本も世界の急速な変化に追いつけず、先行き不透明な状態となっている。日本やアメリカのような先進国でさえ自国の国民の生活を守るのに逼迫している中、発展途上国の今後はどうなっていくのか。無論、発展途上国の中には未だに市場経済が発達していない国もあり、昨今の経済危機がどの程度の影響を及ぼしたかは未知数ではあるが。今回は先進国と発展途上国の今までの関係性とこれから先の展望を論じていきたいと考える。

　そもそも発展途上国とはどのような事をもって、その言葉と定義するのか。しっかりとした認識がこれからのために必要であろう。しかし、発展途上国の厳密な定義付けはされていない。一応、世界銀行（IBRD）か経済協力開発機構（OECD）加盟国からギリシャ・ポルトガル・トルコを除いた国を先進国と定義し、これ以外の国からロシア・欧米諸国・南アフリカ共和国などを除外した国々を広い意味で「発展途上国」としているようだ。やはり明確な定義付けはなされていない。むしろそんな分類は偏見の対象にもなり得、出来ないのかもしれない。

　その発展途上国を先進国がこれまでにどのような対応をしてきたのか。ここで紹介したいと思う。まず先進国の取り組みとして、1980年代に世界銀行・国際通貨基金（IMF）の主導により、多くの発展途上国で市場経済への積極的な参加を促す開発手法が採用されたが、経済活動そのものに慣れていない途上国にとってそれは酷な政策であった。それどころかますます貧困の状況が悪化したため、先進国の対応に変化が迫られた。その転換策として1990年代から人間を開発の中心に置き、貧困層の貧窮化を阻止することが国際的に共有される目標となりました。具体的には1995年の「世界社会開発サミット」において、人間中心の社会開発を目指し、世界の絶対的貧困を半減させる目標が立てられました。それを実現するために先進国ではODAによる援助金で途上国に援助してきました。だが、経済の悪化から一時的に国民がODAに対して疑問の声があげられた事もあったが、2001年に起きた同時多発テロをきっかけに「貧困がテロの温床になり得る」との見方が強くなり、昨今ではODAの役割の重要性を再確認する良い機会となった。

1.2 先行研究

　ここで日本のODAに関する考えをいくつか紹介したいと思う。村井(1992:p266)によれば、「現在、日本政府はＯＤＡの理念として『人道的配慮』と『相互依存関係の認識』という用語をあげている。ところが、これらの用語だけでは、とてもＯＤＡ供与を裏づける理念とはなり得ない。それでは何をもって理念とすべきなのか。ＯＤＡそれ自体の目的が受け取り側の生活向上、福利改善にあるとするならば、目的に沿って最貧国・地域の最貧層に供与することをもって理念とすべきである。」と述べている。つまり、日本のODAの理念が抽象的過ぎて、一体何を目的として援助しているのか理解し難いということである。それに伴い日本国民もODAがどこの国にいくら支給され、何に対して使われているのかを理解している国民は少なく、現在日本のODAは世界トップの額ではあるが、その量に対して中身の質が伴っていないのである。
　また、日本のODAは結局のところ魅力的な資源や市場、安定した政治状況を持つ国、地域にしか投資していないと批判的に見る学者もいる。アフリカへの援助が極端に少なく、東南アジアに突出して多いのも経済的な要因が強いと見られている。つまり、日本のODAは国際貢献という外面を持ちつつ、実は日本の経済的成功のための布石とも言われている。
　昨今では・・・・・・。
　ここまではODAの使い道やその意味を捉えてきたが、今度は被援助国側の状況を見ていきたい。山田(2006:28-31)によれば、「○○は××である」と述べている。つまり、先進国のODAにより確かに貧困や社会インフラの整備はなされているかもしれないが、果たして現地の人びとが納得のいく政策となっているのかを考えるべきとのことだ。具体的には、ODAの技術援助により在来農法を少しでも改善し、生産を増やし、収益の高い作物を導入するなどの収益をいかに高くするかが目標とされることが多い。私も貧困問題を解決するには生産性を高めることが先決だと考えていた。しかし、本当に必要なことは、まず現地の農民の話しを聞き、彼らの耕作を観察することだ。そこで採用されている農法が永い時間の中で取捨選択された安定した機能を有していることが分かることがあるのだ。しかも、それは固定した農法ではなく、各種の要因の変化に対応して変化する柔軟性を持っているのだ。そのような環境が出来ている中で、ODAによる無理な介入は現地の人も望んでいないだろう。
　最近では上述したように先進国のODAが現地の人びとの理解を元に実施されているかどうかを調査する必要性も論じられている。外務省により、日本の援助がどの程度、被援助国に影響を与えたかを示す評価報告書というのがある。その内容は、「わが国のODAプロジェクトについて、その活動によって得られた結果、ステークホルダーへの影響を評価し、今後のプロジェクトの計画立案にいかす」といったものだ。しかし、この評価報告書に対し、山崎(2009:5)は「××○○」と述べている。つまり、この評価は援助実施側が主体となって行われるべきものと考えられ、被援助国側の役割というものは限定的なものとなっているのだ。

1.3仮説
　先進国のODAが疑問視されている中で、果たしてODAによる途上国の貧富の差は解消しているのかを今回調べたいと思う。仮説として、途上国の方が先進国よりも階級間の対立意識を持っている人が多いとして調査を行いたいと思う。
　主な仮説は・・・
2.分析方法

　ISSP1999年調査の国家の不平等意識を用いて分析した。ISSPの調査国の中に途上国であるフィリピンのデータがあったので、今回は途上国の代表としてフィリピンを挙げたいと思う。このフィリピンは77カ国グループという発展途上国で形成されたグループにも属しており途上国と判断できる。そして我々が住む日本と、アメリカの三カ国を例にとって分析を行う。
　変数の説明として・・・

3.分析結果
3.1 3国の階級間意識
　まず図1を見てほしい。これは会社の経営者と労働者の対立関係を表したクロス集計である。日本とアメリカはどの項目も同じような割合で比較はできない。・・・
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